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１ 各種申請・届出書類の提出期限について 

（１）指定更新申請 

○ 対象事業所 ：指定有効期間（６年間）を満了する事業所 

○ 提出期限  ：指定有効期間満了日の前月末日 

○ 提出書類  ：指定更新申請書、添付書類 

 

※ 対象事業所については、指定有効期間満了日の前々月に個別に通知します。 

 

（２）変更届 

○ 対象事業所 ：指定（更新）時の届出内容を変更する事業所 

○ 提出期限  ：変更日から１０日以内 

○ 提出書類  ：変更届出書、添付書類 

 

※ 届出が必要な事項については、手引き「変更届（必要書類・提出方法）」をご

参照ください。 

※ 事業所の所在地及び平面図の変更については、事前協議が必要です。ご注意く

ださい。 

 

（３）体制届 

○ 対象事業所 ：加算等を新たに算定（又は区分変更）する事業所 

○ 提出期限  ：算定開始日の前月１５日 

○ 提出書類  ：体制等に関する届出書、体制等状況一覧表、添付書類 

 

※ 届出が必要な加算等については、手引き「体制届（必要書類・提出方法）」を

ご参照ください。 

※ 加算等の要件を満たさなくなった場合は、速やかに届出を提出してください。

なお、この場合は、事実発生日から加算等を算定できません。 

 

（４）令和２年度 処遇改善計画書 

○ 対象事業所 ：介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算を算定 

する全ての事業所 

○ 提出期限  ：令和２年４月１５日（水） ※通常は２月末 

○ 提出書類  ：処遇改善計画書、添付書類 

 

※ 当該計画書の様式は統合され、統合後の様式については、２月末を目途に国か

ら発出される予定です。確定次第、メール等でお知らせします。 

※ 当該加算を新たに算定（又は区分変更）する場合は、体制届も提出してくださ

い。 

 

（５）令和元年度 処遇改善実績報告書 

○ 対象事業所 ：介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算を算定 

する全ての事業所 

１ 事業者指導課（訪問居宅事業者係）からのお知らせ 
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○ 提出期限  ：令和２年７月３１日（金） 

○ 提出書類  ：処遇改善実績報告書、添付書類 

 

※ 当該報告書の様式は統合され、統合後の様式については、２月末を目途に国か

ら発出される予定です。確定次第、メール等でお知らせします。 

 

 

 各種様式及び手引きについては、事業者指導課ホームページに掲載しています。内容

は制度改正等毎に随時改訂していますので、ご活用の際は、当課ホームページに掲載し

た最新のものをダウンロードしてください。 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00113 .html 

 

 

２ 自己点検シートの活用について 

事業者の法令順守の取り組みの１つとして、自己点検シートによる定期的な（１年

に１回以上）自己点検をお願いします。 

自己点検シートは、サービス種別毎に、「人員・設備・運営基準編」及び「介護報

酬編」の２種類があります。内容は制度改正等毎に随時改訂していますので、自己点

検シートをご活用の際は、当課ホームページに掲載した最新のものをダウンロードし

てください。 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00100 .html 

 

 

３ 疑義照会（質問）について 

  今回の集団指導に係る内容も含めて、疑義照会・質問等については、原則として「質

問票」へ記入し、事業者指導課（訪問居宅事業者係）へＦＡＸ又はＥメールで送信し

てください。緊急等の場合は、まずはお電話でご相談ください。 

 

○ 電話        ０８６－２１２－１０１２ 

○ ＦＡＸ（各係共通） ０８６－２２１－３０１０ 

○ メールアドレス   ji2_shidou@city.okayama.lg.jp 

 

 

４ 岡山市公式ホームページのリニューアルについて 

  現在の岡山市公式ホームページは、令和２年６月を目標に全面リニューアルを予定

しています。本資料に掲載している各種資料のＵＲＬについても、ホームページリニ

ューアルに伴い変更されますので、ご注意ください。 

事業者指導課の新しいホームページのＵＲＬについては、確定次第、メール等でお

知らせします。 
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関係法令   

・介護保険法（平成9年法律第123号） 

・介護保険法施行令（平成10年政令第412号） 

  ・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号） 

 

基準・解釈通知   

項

目 

種

類 

名称 凡例 

 

 

 

 

人

員

・

設

備

・

運

営 

基

準

条

例 

岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例（平成 24 年市条例第８５号） 

居宅条例 

岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例（平成 24 年市条例第９０号） 

予防条例 

規

則 

岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例施行規則（平成24年市規則第９８号） 

市居宅規

則 

岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例施行規則 

（平成２４年市規則第１０３号） 

市予防規

則 

解

釈

通

知 

指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準に

ついて（平成 11 年老企第 25 号） 

解釈通知 

介護保険法に基づき条例で制定された指定居宅サービス等及び指

定介護予防サービス等の基準について 

（平成２５年岡事指第１２２１号） 

市解釈通

知 

 

 

介

護

報

酬

の

算

定 

基

準

省

令 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 12 年厚生省告示第 19 号） 

居宅算定

基準 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 1８年厚生労働省告示第 1２７号） 

予防算定

基準 

解

釈

通

知 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所

サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指

定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴

う実施上の留意事項について（平成 12 年老企第 36 号） 

居宅留意

事項通知 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制

定に伴う実施上の留意事項について 

（平成１８年老計発第０3１７００１号） 

予防留意

事項通知 

２ 主な関係法令・通知等 
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文献   

・介護報酬の解釈 １単位数表編（令和元年１０月版：社会保険研究所） ･･･ 青本 

・介護報酬の解釈 ２指定基準編（平成３０年４月版：社会保険研究所） ･･･ 赤本 

・介護報酬の解釈 ３ＱＡ・法令編（平成３０年４月版：社会保険研究所）･･･ 緑本 

 

ホームページ   

・厚生労働省 法令等データベースシステム 

  http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/ 

 

・厚生労働省 介護サービス関係Ｑ＆Ａ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/

qa/index.html  

 

・ＷＡＭ ＮＥＴ（福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイト） 

  https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/ 

 

・岡山市事業者指導課ホームページ 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html 
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訪問入浴介護の指定基準   

〔岡山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例：

平成 24 年 12 月 19 日市条例第 85 号（平成３０年４月改正）〕 

 

 

第 1 節 基本方針 

基本方針 

第 48 条 指定居宅サービスに該当する訪問入浴介護(以下「指定訪問入浴介護」という。)

の事業は，要介護状態となった場合においても，その利用者が可能な限りその居宅にお

いて，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，居宅における

入浴の援助を行うことによって，利用者の身体の清潔の保持，心身機能の維持等を図る

ものでなければならない。 

 

第 2 節 人員に関する基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人員、設備、運営に関する基準 

◆用語の定義 〔解釈通知〕 

 

（１）「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を、当該事業所において常勤の従業者が勤務す

べき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除することにより、

当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 

（２）「勤務延時間数」 

  勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間、又は当該事業に係るサ

ービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として、明確に位置

づけられている時間の合計数とする。 

なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事

業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数（常勤換算１．０）を上限とする。 
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従業者の員数 

第 49 条 指定訪問入浴介護の事業を行う者(以下「指定訪問入浴介護事業者」という。)

が当該事業を行う事業所(以下「指定訪問入浴介護事業所」という。)ごとに置くべき指

定訪問入浴介護の提供に当たる従業者(以下「訪問入浴介護従業者」という。)の員数は，

次のとおりとする。 

(1) 看護師又は准看護師(以下「看護職員」という。) ：1 以上 

(2) 介護職員 ：2 以上 

 

2 前項の訪問入浴介護従業者のうち 1 人以上は，常勤でなければならない。 

 

◆用語の定義（つづき） 〔解釈通知〕 

 

（３）「常勤」 

  当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者

が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達してい

ることをいう。 

 ただし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号）第２３条第１項に規定する所定労働時間の短縮措置が講じ

られている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている

場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを

可能とする。 

 また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該

事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについ

ては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達してい

れば、常勤の要件を満たすものであることとする。 

 

（４）「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 

  原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないこ

とをいう。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤

務時間をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。 

◆出張や休暇の取扱い 〔緑本Ｑ＆Ａ〕 

 ○ 常勤の従業者の休暇等の期間については、その期間が暦月で１月を超えるもので

ない限り、常勤の従業者として勤務したものとして取り扱う。 

○ 非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」）の時間は、サービス提供に従事

する時間とは言えないので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。 
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3 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪問入浴介護事業者の指定を併せて受け，か

つ，指定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合については，指定介護予防サービス等基準条例第 49

条第 1 項及び第 2 項に規定する人員に関する基準を満たすことに加え，介護職員を 1

人置くことをもって，前 2 項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

管理者 

第 50 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし，指定訪問入浴介護事業所の管理

上支障がない場合は，当該指定訪問入浴介護事業所の他の職務に従事し，又は同一敷地

内にある他の事業所，施設等の職務に従事することができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 節 設備に関する基準 

設備及び備品等 

第 51 条 指定訪問入浴介護事業所には，事業の運営を行うために必要な広さを有する専

用の区画を設けるほか，指定訪問入浴介護の提供に必要な浴槽等の設備及び備品等を備

えなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪問入浴介護事業者の指定を併せて受け，か

つ，指定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所にお

◆管理者 〔解釈通知〕 

○ 管理者（管理業務のみに従事する場合に限る。）は、訪問入浴介護従業者（有資

格者等）である必要はない。 

○ 指定訪問入浴介護事業所の管理業務に支障がないときは、「①当該指定訪問入浴

介護事業所の訪問入浴介護従業者」又は「②同一敷地内にある又は道路を隔てて隣

接する等、管理業務に支障がないと認められる範囲内にある他の事業所、施設等の

管理者」の職務を兼務することができる。 

◆設備及び備品等 〔解釈通知〕 

○ 専用の事務室又は区画については、「利用申込の受付、相談等に対応するのに適

切なスペース」及び「浴槽等の備品・設備等を保管するために必要なスペース」を

確保する必要がある。 

○ 設備及び備品等については、「浴槽（身体の不自由な者が入浴するのに適したも

の）」、「車両（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの）」等を確保する必要がある。

特に、「手指を洗浄するための設備」等感染症予防に必要な設備等に配慮する必要

がある。 
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いて一体的に運営されている場合については，指定介護予防サービス等基準条例第 51

条第 1 項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって，前項に規定する基準を満

たしているものとみなすことができる。 

 

第 4 節 運営に関する基準 

内容及び手続の説明及び同意 

第 8 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供の開始に際し，あらかじめ，

利用申込者又はその家族に対し，第５８条に規定する運営規程の概要，訪問入浴介護従

業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記した文書を交付して説明を行い，当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，利用申込者又はその家族からの申出があった場合には，

前項の規定による文書の交付に代えて，第 5 項で定めるところにより，当該利用申込者

又はその家族の承諾を得て，当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの(以下この条に

おいて「電磁的方法」という。)により提供することができる。この場合において，当該

指定訪問入浴介護事業者は，当該文書を交付したものとみなす。 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用

に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し，受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 指定訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録され

た前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に

供し，当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに

当該重要事項を記録する方法(電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない

旨の申出をする場合にあっては，指定訪問入浴介護事業者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルにその旨を記録する方法) 

(2) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

 

3 前項に掲げる方法は，利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力することに

よる文書を作成することができるものでなければならない。 

 

4 第 2 項第 1 号の「電子情報処理組織」とは，指定訪問入浴介護事業者の使用に係る電

子計算機と，利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。 
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5 指定訪問入浴介護事業者は，第 2 項の規定により第 1 項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは，あらかじめ，当該利用申込者又はその家族に対し，その用いる次に

掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し，文書又は電磁的方法による承諾を得なければ

ならない。 

(1) 第 2 項各号に規定する方法のうち指定訪問入浴介護事業者が使用するもの 

(2) ファイルへの記録の方式 

 

6 前項の規定による承諾を得た指定訪問入浴介護事業者は，当該利用申込者又はその家

族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったと

きは，当該利用申込者又はその家族に対し，第 1 項に規定する重要事項の提供を電磁的

方法によってしてはならない。ただし，当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定

による承諾をした場合は，この限りでない。 

 

提供拒否の禁止 

第 9 条 指定訪問入浴介護事業者は，正当な理由なく指定訪問入浴介護の提供を拒んでは

ならない。 

 

サービス提供困難時の対応 

第 10 条 指定訪問入浴介護事業者は，当該指定訪問入浴介護事業所の通常の事業の実施

地域等を勘案し，利用申込者に対し自ら適切な指定訪問入浴介護を提供することが困難

であると認めた場合は，当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡，適当な他

の指定訪問入浴介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならな

い。 

 

受給資格等の確認 

第 11 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供を求められた場合は，そ

の者の提示する被保険者証によって，被保険者資格，要介護認定の有無及び要介護認定

の有効期間を確かめるものとする。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，前項の被保険者証に，法第 73 条第 2 項に規定する認定

審査会意見が記載されているときは，当該認定審査会意見に配慮して，指定訪問入浴介

護を提供するように努めなければならない。 

 

要介護認定の申請に係る援助 

第 12 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供の開始に際し，要介護認

定を受けていない利用申込者については，要介護認定の申請が既に行われているかどう

かを確認し，申請が行われていない場合は，当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに

当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，居宅介護支援(これに相当するサービスを含む。)が利用者
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に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは，要介護認定の更新の申

請が，遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前には

なされるよう，必要な援助を行わなければならない。 

 

心身の状況等の把握 

第 13 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供に当たっては，利用者に

係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状

況，その置かれている環境，他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければならない。 

 

居宅介護支援事業者等との連携 

第 14 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護を提供するに当たっては，居宅

介護支援事業者，地域包括支援センター又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを

提供する者（以下「居宅介護支援事業者等」という。）との密接な連携に努めなければな

らない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供の終了に際しては，利用者又は

その家族に対して適切な指導を行うとともに，当該利用者に係る居宅介護支援事業者に

対する情報の提供及び地域包括支援センター又は保健医療サービス若しくは福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

 

法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

第 15 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護の提供の開始に際し，利用申込

者が介護保険法施行規則第 64 条各号のいずれにも該当しないときは，当該利用申込者

又はその家族に対し，居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依頼する旨を市

町村に対して届け出ること等により，指定訪問入浴介護の提供を法定代理受領サービス

として受けることができる旨を説明すること，居宅介護支援事業者に関する情報を提供

することその他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならな

い。 

 

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

第 16 条 指定訪問入浴介護事業者は，居宅サービス計画が作成されている場合は，当該

計画に沿った指定訪問入浴介護を提供しなければならない。 

 

居宅サービス計画等の変更の援助 

第 17 条 指定訪問入浴介護事業者は，利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合

は，当該利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければ

ならない。 
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身分を証する書類の携行 

第 18 条 指定訪問入浴介護事業者は，訪問入浴介護従業者に身分を証する書類を携行さ

せ，初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは，これを提示すべき旨を

指導しなければならない。 

 

サービスの提供の記録 

第 19 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護を提供した際には，当該指定訪

問入浴介護の提供日及び内容，当該指定訪問入浴介護について法第 41 条第 6 項の規定

により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を，利

用者の居宅サービス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならな

い。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護を提供した際には，提供した具体的な

サービスの内容等を記録するとともに，利用者からの申出があった場合には，文書の交

付その他適切な方法により，その情報を利用者に対して提供しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用料等の受領 

第 52 条 指定訪問入浴介護事業者は，法定代理受領サービスに該当する指定訪問入浴介

護を提供した際には，その利用者から利用料の一部として，当該指定訪問入浴介護に係

る居宅介護サービス費用基準額から当該指定訪問入浴介護事業者に支払われる居宅介護

サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆サービス提供記録（サービス実施記録） 〔解釈通知〕 

 指定訪問入浴介護の提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状

況、その他必要な事項を記録する。 

 

（注）サービス提供記録（サービス実施記録）は、介護保険の対象となる適正なサー

ビスを提供したことを挙証する書類であり、報酬請求の根拠となる書類である。そ

のため、記録に何らかの記載漏れ等の不備があり、適正なサービスを提供したこと

が確認できない場合には、介護報酬返還の対象となるほか、不正な記録と認められ

る場合には、行政処分の対象となる。 

◆利用料の支払を受けなかったとき 〔解釈通知〕 

 次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ち

に指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

 

 ① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

  イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受け

なかったとき 
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2 指定訪問入浴介護事業者は，法定代理受領サービスに該当しない指定訪問入浴介護を

提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と，指定訪問入浴介護に係る居宅

介護サービス費用基準額との間に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業者は，前 2 項の支払を受ける額のほか，次に掲げる費用の額の

支払を利用者から受けることができる。 

(1) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問入浴

介護を行う場合のそれに要する交通費 

(2) 利用者の選定により提供される特別な浴槽水等に係る費用 

 

4 指定訪問入浴介護事業者は，前項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては，あ

らかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用について説明を行

い，利用者の同意を得なければならない。 

 

保険給付の請求のための証明書の交付 

第 21 条 指定訪問入浴介護事業者は，法定代理受領サービスに該当しない指定訪問入浴

介護に係る利用料の支払を受けた場合は，提供した指定訪問入浴介護の内容，費用の額

その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しな

ければならない。 

 

指定訪問入浴介護の基本取扱方針 

第 53 条 指定訪問入浴介護は，利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう，

利用者の状態に応じて，適切に行われなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，多様な評価の手法を用いてその提供する指定訪問入浴介

護の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。 

 

指定訪問入浴介護の具体的取扱方針 

第 54 条 訪問入浴介護従業者の行う指定訪問入浴介護の方針は，次に掲げるところによ

るものとする。 

(1) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては，次条第 1 項に規定する訪問入浴介護計画に

基づき，利用者が日常生活を営むために必要なサービスを適切に提供すること。 

(2) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はそ

の家族に対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいように説明を行うこと。 

(3) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては，介護技術の進歩に対応し，適切な介護技術を

もってサービスの提供を行うこと。 

(4) 指定訪問入浴介護の提供は，1 回の訪問につき，看護職員 1 人及び介護職員 2 人を

もって行うものとし，これらの者のうち 1 人を当該サービスの提供の責任者とすること。

ただし，利用者の身体の状況が安定していること等から，入浴により利用者の身体の状
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況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合においては，主治の医師の意見を確

認した上で，看護職員に代えて介護職員を充てることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては，サービスの提供に用いる設備，器具その他の

用品の使用に際して安全及び清潔の保持に留意し，特に利用者の身体に接触する設備，

器具その他の用品については，サービスの提供ごとに消毒したものを使用すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，必要に応じ，利用者が成年後見制度を活用することがで

きるように支援しなければならない。 

 

訪問入浴介護計画の作成 

第 55 条 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，利用者の心身の状況，希望及びその置か

れている環境を踏まえて，指定訪問入浴介護の目標，当該目標を達成するための具体的

なサービスの内容等を記載した訪問入浴介護計画を作成しなければならない。 

 

2 訪問入浴介護計画は，既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該計画の内

容に沿って作成しなければならない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，訪問入浴介護計画の作成に当たっては，その内

容について利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得なければならない。 

◆サービスの提供の責任者 〔解釈通知〕 

 入浴介護に関する知識や技術を有した者であって、衛生管理や入浴サービスの提供

に当たって、他の従業者に対し作業手順など適切な指導を行うとともに、利用者が安

心してサービス提供を受けられるように配慮すること。 

◆主治の医師の意見の確認 〔解釈通知〕 

 利用者、又は利用者の承諾を得て当該事業者が、利用者の主治医に確認することと

し、併せて、次に確認すべき時期についても確認しておくこと。 

◆設備、器具その他の用品の安全衛生（消毒） 〔解釈通知〕 

イ 浴槽など利用者の身体に直に接触する設備・器具類は、利用者１人ごとに消毒し

た清潔なものを使用し、使用後に洗浄及び消毒を行うこと。また、保管に当たって

も、清潔保持に留意すること。 

ロ 皮膚に直に接するタオル等については、利用者１人ごとに取り替えるか個人専用

のものを使用する等、安全清潔なものを使用すること。 

ハ 消毒方法等についてマニュアルを作成するなど、当該従業者に周知させること。 
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4 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，訪問入浴介護計画を作成した際は，当該訪問入

浴介護計画を利用者に交付しなければならない。 

 

5 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，訪問入浴介護計画の作成後，当該訪問入浴介護

計画の実施状況の把握を行い，必要に応じて当該訪問入浴介護計画の変更を行うものと

する。 

 

6 第 1 項から第 4 項までの規定は，前項に規定する訪問入浴介護計画の変更について準

用する。 

 

利用者に関する市町村への通知 

第 27 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護を受けている利用者が次の各号

のいずれかに該当する場合は，遅滞なく，意見を付してその旨を市町村に通知しなけれ

ばならない。 

(1) 正当な理由なしに指定訪問入浴介護の利用に関する指示に従わないことにより，要介

護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

(2) 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け，又は受けようとしたとき。 

 

緊急時等の対応 

第 56 条 訪問入浴介護従業者は，現に指定訪問入浴介護の提供を行っているときに利用

者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治の医師又はあらかじめ

当該指定訪問入浴介護事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講

じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

管理者の責務 

第 57 条 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，指定訪問入浴介護事業所の従業者の管理

及び指定訪問入浴介護の利用の申込みに係る調整，業務の実施状況の把握その他の管理

を一元的に行うものとする。 

 

2 指定訪問入浴介護事業所の管理者は，当該指定訪問入浴介護事業所の従業者にこの節

の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

 

 

◆協力医療機関 〔解釈通知〕 

① 協力医療機関は、通常の事業の実施地域内にあることが望ましい。 

② 緊急時において円滑な協力を得るため、当該協力医療機関との間で、あらかじめ

必要な事項を取り決めておくこと。 
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運営規程 

第 58 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所ごとに，次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

(1) 事業の目的及び運営の方針 

(2) 従業者の職種，員数及び職務の内容 

(3) 営業日及び営業時間 

(4) 指定訪問入浴介護の内容及び利用料その他の費用の額 

(5) 通常の事業の実施地域 

(6) サービスの利用に当たっての留意事項 

(7) 緊急時，事故発生時等における対応方法 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

(9) 成年後見制度の活用支援 

(10) 苦情解決体制の整備 

(11) その他運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

勤務体制の確保等 

第 32 条 指定訪問入浴介護事業者は，利用者に対し適切な指定訪問入浴介護を提供でき

るよう，指定訪問入浴介護事業所ごとに，訪問入浴介護従業者の勤務の体制を定め，そ

の勤務の実績とともに記録しておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所ごとに，当該指定訪問入浴介護

事業所の訪問入浴介護従業者によって指定訪問入浴介護を提供しなければならない。 

 

 

◆勤務表 〔解釈通知〕 

 指定訪問入浴介護事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、訪問入浴介

護従業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との

兼務関係、サービス提供責任者である旨等を明確にすること。 

 

（注）訪問入浴介護従業者の日ごとの出勤簿については、出退勤時間の実績（管理業

務の時間、早出・残業等によるサービス提供の時間等を含む。）を記録すること。

法人役員等が訪問入浴介護従業者に従事する場合も、同様とする。 

◆通常の事業の実施地域 〔解釈通知〕 

 通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。なお、

通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域

を超えてサービスが行われることを妨げるものではない。 
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3 指定訪問入浴介護事業者は，訪問入浴介護従業者の資質の向上のために研修計画を作

成し，当該計画に従い，研修を実施しなければならない。 

 

4 指定訪問入浴介護事業者は，従業者の計画的な人材育成に努めなければならない。 

 

衛生管理等 

第 33 条 指定訪問入浴介護事業者は，訪問入浴介護従業者の清潔の保持及び健康状態に

ついて，必要な管理を行わなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所の指定訪問入浴介護に用いる浴

槽その他の設備及び備品等について，衛生的な管理に努めなければならない。 

 

掲示 

第 34 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所の見やすい場所に，重要

事項に関する規程の概要，訪問入浴介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサー

ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 

秘密保持等 

第 35 条 指定訪問入浴介護事業所の従業者は，正当な理由がなく，その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，当該指定訪問入浴介護事業所の従業者であった者が，正

当な理由がなく，その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う，必要な措置を講じなければならない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業者は，サービス担当者会議等において，利用者の個人情報を用

いる場合は利用者の同意を，利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を，

あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 

広告 

第 36 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所について広告をする場合

においては，その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 

 

◆指定訪問入浴介護事業所の訪問入浴介護従業者 〔解釈通知〕 

 指定訪問入浴介護事業所の訪問入浴介護従業者とは、雇用契約、労働者派遣法に規

定する労働者派遣契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある

訪問入浴介護従業者を指す。 
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居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

第 37 条 指定訪問入浴介護事業者は，居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，利用

者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として，金品その他の

財産上の利益を供与してはならない。 

 

苦情処理 

第 38 条 指定訪問入浴介護事業者は，提供した指定訪問入浴介護に係る利用者又はその

家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために，苦情を受け付けるための窓口を設置

する等の必要な措置を講じなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，前項の苦情を受け付けた場合には，当該苦情の内容等を

記録しなければならない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業者は，提供した指定訪問入浴介護に関し，法第 23 条の規定に

より市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員か

らの質問若しくは照会に応じ，及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力

するとともに，市町村から指導又は助言を受けた場合においては，当該指導又は助言に

従って必要な改善を行わなければならない。 

 

4 指定訪問入浴介護事業者は，市町村からの求めがあった場合には，前項の改善の内容

を市町村に報告しなければならない。 

 

5 指定訪問入浴介護事業者は，提供した指定訪問入浴介護に係る利用者からの苦情に関

して国民健康保険団体連合会が行う法第 176 条第 1 項第 3 号の調査に協力するととも

に，国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては，当該指

導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

 

6 指定訪問入浴介護事業者は，国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には，

前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

 

地域との連携 

第 39 条 指定訪問入浴介護事業者は，その事業の運営に当たっては，提供した指定訪問

入浴介護に関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援助を行

う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

事故発生時の対応 

第 40 条 指定訪問入浴介護事業者は，利用者に対する指定訪問入浴介護の提供により事

故が発生した場合は，市町村，当該利用者の家族，当該利用者に係る居宅介護支援事業

者等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じなければならない。 
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2 指定訪問入浴介護事業者は，前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について

記録しなければならない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業者は，利用者に対する指定訪問入浴介護の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

会計の区分 

第 41 条 指定訪問入浴介護事業者は，指定訪問入浴介護事業所ごとに経理を区分すると

ともに，指定訪問入浴介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならな

い。 

 

記録の整備 

第 59 条 指定訪問入浴介護事業者は，従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は，利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に関する次に掲

げる記録を整備し，その完結の日から 5 年間保存しなければならない。 

(1) 訪問入浴介護計画 

(2) 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

(3) 市町村への通知に係る記録 

(4) 勤務の体制等の記録 

(5) 苦情の内容等の記録 

(6) 事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

(7) 介護給付及び利用料等に関する請求及び受領等の記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆完結の日 〔市解釈通知〕 

 「完結の日」とは、利用者との契約の終了日又はサービス提供した日ではなく、「そ

れぞれの書類ごとにその書類を使わなくなった日」とする。利用者との契約が継続し

ている間において、当該利用者に関する全ての記録の保存を求めるものではない。例

えば、介護給付費の請求の根拠となるサービス提供の記録は、その記録に対する介護

給付費等を請求し、受領した日が「完結の日」となり、その翌日から５年間保存する

こととなる。 
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居宅サービス単位数表に関する通則事項   

〔居宅留意事項通知：老企第 36 号第２の１通則〕 

 

（１）算定上における端数処理について 

①「単位数算定の際の端数処理」 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ず

る計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこと

とする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や同一建物減算を算定

する場合については、対象となる単位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加

減算の単位数を算定することとする。 

 

②「金額換算の際の端数処理」 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数に

ついては、「切り捨て」とする。 

 

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一

体型の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位

数（整数値）である。 

 

（２）サービス種類相互の算定関係について 

   特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護もしくは地域密着型特定施設

入居者生活介護を受けている間については、その他の指定居宅サービス又は指定地域

密着型サービスに係る介護給付費（居宅療養管理指導を除く。）は算定しない。 

ただし、特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対して、その他の居宅サービ

ス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えない。 

また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間については、訪問介

護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、通所介護費及び通

所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪

問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介

護費及び複合型サービス費は算定しない。 

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービス

の所定単位数は算定できない。 

なお、福祉用具貸与費については、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受け

ている者についても、算定が可能である。 

 

 

４ 介護報酬の算定及び取扱い 

～ 訪問入浴介護費の算定について ～ 
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（３）施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

   介護老人保健施設、介護療養型医療施設もしくは介護医療院の退所（退院）日、又

は短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪

問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定

できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入

所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院）日

に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

   また、入所（入院）当日であっても、当該入所（入院）前に利用する訪問・通所サ

ービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテー

ションを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

   また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保険施設、経過的介護療養型医療施設も

しくは介護医療院の試行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居

宅サービスは算定できない。 

 

（４）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

   利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、 

訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一

時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に

利用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービ

スについて、それぞれの所定単位数が算定される。 

 

（５）複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取

扱いについて 

   それぞれに標準的な所要時間を見込んで、居宅サービス計画上に位置づける。 

 

（６）訪問サービスの行われる利用者の居宅について 

   訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーションは、介護保険法第８

条の定義上、要介護者の居宅において行われるものとされており、要介護者の居宅以

外で行われるものは算定できない。 
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訪問入浴介護単位数表   

〔居宅算定基準：厚生省告示第１９号〕 

 

イ 訪問入浴介護費 ：１，２５６単位（１回につき） 

 看護職員１人及び介護職員２人が指定訪問入浴介護を行った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員３人の場合   

〔居宅算定基準：厚生省告示第１９号注２〕 

 

○ 所定単位数×９５％（１回につき） 

   利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがな

いと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、介護職員３人が指定

訪問入浴介護を行った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清拭又は部分浴のとき   

〔居宅算定基準：厚生省告示第１９号注３〕 

 

○ 所定単位数×７０％（１回につき） 

   訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者の

希望により、清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したとき 

 

 

◆看護、介護職員の取扱い 

〔居宅留意事項通知：老企第 36 号第２の３（１）〕 

 

 訪問入浴介護については、人員の算定上、看護職員を介護職員として数えることが

できるものであること。例えば、訪問する３人の職員のうち、２人が看護職員であっ

ても差し支えない。 

◆利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合の取扱い 

〔居宅留意事項通知：老企第 36 号第２の３（２）〕 

 

 訪問入浴介護の提供に当たる３人の職員のうち、看護職員が含まれている場合であ

っても、所定単位数×９５％を算定することには変わりない。 
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同一建物減算   

〔居宅算定基準：厚生省告示第１９号注４〕 

 

（１）同一建物減算１ ：所定単位数×90%（１回につき） 

（一）指定訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内もしくは隣接する敷地内

の建物、もしくは指定訪問入浴介護事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」

という。）に居住する利用者 

（二）指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上

居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者 

 

（２）同一建物減算２ ：所定単位数×85%（１回につき） 

 指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０

人以上居住する建物に居住する利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆同一建物減算の取扱い 

〔居宅留意事項通知：老企第 36 号第２の３（４）〕 

 

① 同一敷地内建物等の定義 

  「同一敷地内建物等」とは、「当該指定訪問入浴介護事業所と構造上又は外形上、

一体的な建築物」及び「同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問入浴介護事業

所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物」のうち、効

率的なサービス提供が可能なものを指すものである。 

   具体的には、一体的な建築物として、「当該建物の１階部分に指定訪問入浴介護

事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合」など、同一の敷地

内もしくは隣接する敷地内の建物として、「同一敷地内にある別棟の建築物や幅員

の狭い道路を挟んで隣接する場合」などが該当するものであること。 

 

② 同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義 

 イ 「当該指定訪問入浴介護事業所における利用者が同一建物に２０人以上居住する

建物」とは、①に該当するもの以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該

指定訪問入浴介護事業所の利用者が２０人以上居住する場合に該当し、同一敷地内

にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算するものではな

い。 

 

 ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、

１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する

利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に

当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。 

また、当該指定訪問入浴介護事業所が、指定介護予防訪問入浴介護と一体的な運

営をしている場合、指定介護予防訪問入浴介護の利用者を含めて計算すること。 
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◆同一建物減算の取扱い（つづき） 

 

③ 当該減算は、指定訪問入浴介護事業所と建築物の位置関係により、効率的なサービ

ス可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用について

は、位置関係のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的には、次の

ような場合を一例として、サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適

用すべきではないこと。 

 

 （同一敷地内建物等に該当しないものの例） 

  ・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

  ・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断する

ために迂回しなければならない場合 

 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、

運営法人が当該指定訪問入浴介護事業所の指定訪問入浴介護事業者と異なる場合で

あっても、該当するものであること。 

 

⑤ 同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物の定義 

 イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定訪問入浴介護

事業所の利用者が５０人以上居住する建物の利用者全員に適用されるものである。 

 

 ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、

１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する

利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に

当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。 
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サービス提供体制強化加算  体制届必要 

〔居宅算定基準：厚生省告示第１９号ロ〕  

 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ ：３６単位（１回につき） 

指定訪問入浴介護事業所の体制が算定要件の①②③④に適合する場合 

 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ ：２４単位（１回につき） 

指定訪問入浴介護事業所の体制が算定要件の①②③⑤に適合する場合 

 

【算定要件】 

① 指定訪問入浴介護事業所の全ての訪問入浴介護従業者に対し、訪問入浴介護従業者ご

とに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は

実施を予定していること。 

 

② 利用者に関する情報もしくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達、又は当該指

定訪問入浴介護事業所における訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期

的に開催すること。 

 

③ 当該指定訪問入浴介護事業所の全ての訪問入浴介護従業者に対し、健康診断等を定期

的に実施すること。 

 

④ 当該指定訪問入浴介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が４

０％以上、又は介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占め

る割合が６０％以上であること。 

 

⑤ 当該指定訪問入浴介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が３

０％以上、又は介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占め

る割合が５０％以上であること。 
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◆サービス提供体制強化加算の取扱い 

〔居宅留意事項通知：老企第 36 号第２の３（７）〕 

 

① 「訪問入浴介護従業者ごとの研修計画」については、当該事業所におけるサービス

従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確

保を定めるとともに、訪問入浴介護従業者について、個別具体的な研修の目標、内容、

研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

 

② 「利用者に関する情報もしくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達、又は当

該指定訪問入浴介護事業所における訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会

議」とは、当該事業所においてサービス提供に当たる訪問入浴介護従業者のすべてが

参加するものでなければならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開

催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。 

会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。なお、「定期的」

とは、おおむね１月に１回以上開催されている必要がある。 

  「利用者に関する情報もしくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なく

とも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。 

  ・利用者のＡＤＬや意欲 

  ・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

  ・家族を含む環境 

  ・前回のサービス提供時の状況 

  ・その他サービス提供に当たって必要な事項 

 

③ 「健康診断等」については、労働安全衛生法により定期に実施することが義務付け

られた常時使用する労働者に該当しない訪問入浴介護従業者も含めて、少なくとも１

年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなければならない。 

 

④ 「職員の割合」の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月

を除く。）の平均を用いることとする。 

ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開

した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算

方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、

又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となる。 

  前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降におい

ても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければ

ならない。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回

った場合については、直ちに届出（加算の取り下げ）を提出しなければならない。 

  同一の事業所において介護予防訪問入浴介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行うこと。 
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指定介護予防サービス単位数表に関する事項   

〔予防留意事項通知：老計発第０3１７００１号第２の１通則〕 

 

（１）算定上における端数処理について 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ず

る計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくことと

する。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードとして作成

しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）である。 

 

（２）サービス種類相互の算定関係について 

   介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護費を受け

ている間については、その他の介護予防サービス費又は地域密着型介護予防サービス

費（介護予防居宅療養管理指導費を除く。）は算定しない。 

ただし、指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、当該事

業者の費用負担により、その利用者に対して、その他の介護予防サービス又は地域密

着型介護予防サービスを利用させることは差し支えない。 

また、介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている間に

ついては、介護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護費、介護予防訪問看護費、介

護予防訪問リハビリテーション費、介護予防通所介護費及び介護予防通所リハビリテ

ーション費並びに介護予防認知症対応型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅

介護費は算定しない。 

なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所生活介護又は介護予

防短期入所療養介護を受けている者についても、算定が可能である。 

 

（３）退所日等における介護予防サービス費の算定について 

   介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、介護予

防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防居宅療養管理指導費及

び介護予防通所リハビリテーション費は算定できない。介護予防訪問介護等の福祉系

サービスは別に算定できるが、介護予防短期入所サービスにおいても、機能訓練やリ

ハビリテーションを行えることから、退所（退院）日に介護予防通所介護を機械的に

組み込むといった介護予防サービス計画は適正でない。 

   なお、入所（入院）当日であっても、当該入所（入院）前に利用する介護予防訪問・

通所サービスは別に算定できる。ただし、入所（入院）前に介護予防通所介護又は介

護予防通所リハビリテーションを機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は

適正ではない。 

 

（４）同一時間帯に複数種類の介護予防訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

   利用者は同一時間帯にひとつの介護予防訪問サービスを利用することを原則とする。 

 

（５）介護予防訪問サービスの行われる利用者の居宅について 

   介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハ

～ 介護予防訪問入浴介護費の算定について ～ 
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ビリテーションは、介護保険法第８条の２の定義上、要支援者の居宅において行われ

るものとされており、要支援者の居宅以外で行われるものは算定できない。 
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介護予防訪問入浴介護単位数表   

〔予防算定基準：厚生労働省告示第１２７号〕 

 

イ 介護予防訪問入浴介護費 ：８４９単位 

看護職員１人及び介護職員１人が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員２人の場合   

〔予防算定基準：厚生労働省告示第１２７号注２〕 

 

○ 所定単位数×９５％（１回につき） 

   利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがな

いと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、介護職員２人が指定

介護予防訪問入浴介護を行った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清拭又は部分浴のとき   

〔予防算定基準：厚生労働省告示第１２７号注３〕 

 

○ 所定単位数×７０％（１回につき） 

訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者の

希望により、清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したとき 

 

 

◆看護、介護職員の取扱い 

〔予防留意事項通知：老計発第０3１７００１号第２の２（１）〕 

 

 介護予防訪問入浴介護については、人員の算定上、看護職員を介護職員として数え

ることができるものであること。例えば、派遣する２人の職員のうち、２人が看護職

員であっても差し支えない。 

◆利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合の取扱い 

〔予防留意事項通知：老計発第０3１７００１号第２の２（２）〕 

 

 介護予防訪問入浴介護の提供に当たる２人の職員のうち、看護職員が含まれている

場合であっても、所定単位数×９５％を算定することには変わりがない。 
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同一建物減算   

〔予防算定基準：厚生労働省告示第１２７号注４〕 

 

○ 訪問入浴介護と同様であるので、訪問入浴介護の頁を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス提供体制強化加算  体制届必要 

〔予防算定基準：厚生労働省告示第１２７号ロ〕 

 

○ 訪問入浴介護と同様であるので、訪問入浴介護の頁を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆同一敷地内建物等に居住する利用者に対する取扱い 

〔予防留意事項通知：老計発第０3１７００１号第２の２（４）〕 

 

 訪問入浴介護と同様であるので、訪問入浴介護における取扱い「老企第36号第２の

３（４）」を参照のこと。 

◆サービス提供体制強化加算の取扱い 

〔予防留意事項通知：老計発第０3１７００１号第２の２（７）〕 

 

 訪問入浴介護と同様であるので、訪問入浴介護における取扱い「老企第36号第２の

３（７）」を参照のこと。 
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【訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護】            平成３１年２月版            
  

 

 

 

１ 届出が必要な変更事項、届出時期、必要書類、提出方法  

 次ページの一覧表で確認してください。 

 

２ 届出手順 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郵送用宛名ラベル  ※こちらをコピーの上、使用されると便利です。 

 

   〒 ７００－０９１３   

岡山市北区大供三丁目１－１８ KSB 会館４階 

岡山市事業者指導課 訪問居宅事業者係 宛 

＜変更届 （                 ）在中＞ 

 

○変更の届出（訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護） 

・既に申請、届出している事項に変更が生じた場合、１０日以内に変更の届出が必要です。 

・なお、変更内容（事業所の移転など重要な変更の場合）によっては、事前に岡山市（事業者指導課）

と協議する必要があります。 

・変更の届出は、岡山市事業者指導課へ１部提出してください。 

・同時に複数項目の変更を届出する場合、重複する書類は省略可能です。 

・変更事項３，４，５，１０が複数事業所に及ぶ場合、「事業所一覧」の添付により、一括処理が可

能です。ただし、同一サービス（訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護）に限ります。 

変更届（必要書類・提出方法） 
※届出用紙は、事業者指導課のホームページからダウンロードできます。 

サービスの種類を記載してください。 

変更の発生 
次頁の一覧表で 

必要書類等を確認 

変更日以前に来所（事前協議） 

① 電話予約をする。 

 予約先：事業者指導課 訪問居宅事業者係 

      TEL 086-212-1012  

② 必要書類を作成する。 

③ ②の事業所控えを取る。 

④ 予約日に②、③を持参の上、当課と事前協議。 

① 必要書類を作成する。 

② ①の事業所控えを取る。（事業所で保管） 

③ ①を下記に郵送する。 

〒700-0913  

岡山市北区大供三丁目1－１８ ＫＳＢ会館４階 

  岡山市事業者指導課 訪問居宅事業者係 宛 

事前協議が必要 

変更があった日から１０日以内に郵送 

 

・事業所の移転 

・平面図の変更 

事前協議が不要 

・その他の変更 

５ 届出関係 
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届出が必要な事項 提出書類 

 １ 事業所の名称 

 

①変更届（様式第４号）  

②付表２ 

③変更後の運営規程 

 

 ２ 事業所の所在地 

 

＜重要＞ 

岡山市以外の所在地へ事業所を 

移転する場合には、岡山市へ 

廃止届と、移転先の所在地 

（指定権者）での新規指定申請 

になります。 

 

◆事前協議が必要 

①変更届（様式第４号） 

  ※変更届の「変更の内容」欄に、変更後の郵便番号、所在地、電話番号、 

  ＦＡＸ番号を記載すること。 

②付表２ 

③事業所の位置図（住宅地図の写し等） 

④事業所の平面図（各室の用途を明示すること） 

⑤事業所の写真 

・外観、事業所の出入口部分…当該事業所であることが確認できるもの 

・事務室…鍵付きの書庫等、運営上必要な備品が確認できるもの 

・相談室、浴槽等保管スペース 

・手指洗浄設備…ペーパータオル、消毒液等が確認できるもの 

※死角部分が無いように各２方向以上、Ａ４用紙に貼付すること。 

⑥変更後の運営規程 

⑦事業所として使用する建物の使用権限を証明できる書類 

※自己所有の場合は、建物の登記事項証明書又の原本、又は登記識別情

報（旧、登記済権利証）の写し等（土地は不要） 

※賃貸の場合は、賃貸借契約書の写し 

⑧建築物関連法令協議記録報告書 

 

 ３ 申請者の名称、主たる 

事務所の所在地 

 

＜重要＞ 

運営法人が別法人（合併を含む） 

になる場合には、変更届では 

なく、廃止届と新規指定申請に 

なります。 

①変更届（様式第４号） 

②申請者の登記事項証明書の原本又は条例等 

※他事業所と併せて届け出る場合は、写しでも可。 

（どの事業所に原本を添付したか記載すること） 

※申請者が市町村等の場合は事業所の設置条例等、指定管理者の場合は 

指定管理協定書（原本証明が必要）を添付。 

４ 代表者の氏名、生年月

日、住所及び職名 

 

【就任、退任、職名】 

①～③を提出 

【姓、住所】 

①，②を提出 

①変更届（様式第４号） 

②申請者の登記事項証明書の原本 

※他事業所と併せて届け出る場合は、写しでも可。 

（どの事業所に原本を添付したか記載すること） 

③誓約書（「居宅サービス」、「介護予防サービス」） 

 

５ 申請者の登記事項証明

  書又は条例等（当該事業

  に関するものに限る） 

 

①変更届（様式第４号） 

②申請者の登記事項証明書の原本又は条例等 

※他事業所と併せて届け出る場合は、写しでも可。 

（どの事業所に原本を添付したか記載すること） 

※申請者が市町村等の場合は事業所の設置条例等、指定管理者の場合は 

指定管理協定書（原本証明が必要）を添付。 
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届出が必要な事項 提出書類 

 ６ 事業所の平面図 

（レイアウト、専用区画） 
◆事前協議が必要 

①変更届（様式第４号） 

②事業所の平面図（各室の用途を明示すること） 

③事業所の写真（留意点については、２．⑤を参照すること） 

 ７ 設備及び備品の概要 

 

 

 

 

①変更届（様式第４号） 

②設備・備品一覧表 

③設備及び備品の写真≪浴槽等設備、浴槽運搬車（ナンバープレートが判別

できるもの）≫ 

※各２方向以上、Ａ４用紙に貼付すること。 

 ※浴槽等設備については、カタログ（仕様書）を添付。 

 ※浴槽運搬車については、車検証の写しを添付。 

８ 事業所の管理者の氏名、 

    生年月日、住所及び経歴 

 

【就任、退任】 

①～⑧を提出 

【姓、住所】 

①，②を提出 

 

①変更届（様式第４号） 

②付表２ 

③資格証等の写し 

※当該事業に関する資格を有する場合のみ添付。 

④管理者就任承諾及び誓約書（市様式２－１） 

⑤雇用契約書（継続雇用の場合は辞令等の写しで可） 

⑥従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 ≪変更月のもの≫ 

 ※当該事業所の他職種又は他事業所と兼務がある場合には、兼務する他職

種又は兼務先の事業所名及び職種を記載すること。 

⑦組織体制図（管理者が管理する全ての事業所について記載すること） 

⑧誓約書（「居宅サービス」、「介護予防サービス」） 

 ９ 運営規程 ①変更届（様式第４号） 

 ※「変更前」及び「変更後」欄に変更箇所を記載するか、別紙（変更内容

を記載したもの）を添付すること。 

②付表２ 

※記載事項に変更がある場合のみ添付。 

③変更後の運営規程 

④従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 ≪変更月のもの≫ 

 ※営業日、営業時間の変更の場合のみ添付。 

 １０ 協力医療機関の名称 

及び診療科名並びに 

当該協力医療機関と

   の契約の内容 

①変更届（様式第４号） 

②付表２ 

③協力医療機関との契約書の写し 

※その他、確認が必要な書類の提出をお願いする場合があります。 
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〒 ７００－０９１３ 

岡山市北区大供三丁目１－１８ KSB 会館４階 

岡山市事業者指導課 訪問居宅事業者係 宛 

＜体制届 （                ）在中＞ 

【訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護】           平成３１年２月版                  

 

 

 

 

 

１ 届出が必要な加算（減算）の内容、必要書類  

 次ページの一覧表で確認してください。 

 

２ 届出時期 

・算定開始月の前月１５日（閉庁日の場合は翌開庁日）が締切りです。 

・届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。）については、届出が１５日以前 

の場合には翌月から、１６日以降の場合には翌々月から、算定開始となります。 

・加算等が算定されなくなる状況が生じた場合は、速やかにその旨の届出が必要です。なお、こ

の場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定はできません。 

 （注）介護職員処遇改善加算は、前々月末日が締切りとなりますので、ご注意ください。 

 

３ 届出手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郵送用宛名ラベル  ※こちらをコピーの上、使用されると便利です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○介護給付費算定に係る体制等に関する届出（訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護） 

次の内容の加算（減算）等を算定しようとする場合は、事前に岡山市への届出が必要です。 

届出をしていない場合は、サービスを提供しても報酬が支払われませんので、ご注意ください。 

体制届（必要書類・提出方法） 
※届出用紙は、事業者指導課のホームページからダウンロードできます。 

サービスの種類を記載してください。 

届出が必要

な加算又は

減算の発生 

次頁の一覧表で 

必要書類等の確認 

郵送 

① 必要書類を作成する。 

② ①の事業所控えを取る。（事業所で保管） 

③ ①を下記に郵送する。 

〒700-0913  

岡山市北区大供三丁目１－１８ ＫＳＢ会館４階 

  岡山市事業者指導課 訪問居宅事業者係 宛 
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※ 加算等の取り下げとは、事業所として加算等の要件を満たさなくなった場合を指します。 

※ 加算等の追加・取り下げの場合は、各事業所において、重要事項説明書に加算等に関する項目の追記・

削除を行ってください。 

※ その他、確認が必要な書類の提出をお願いする場合があります。 

届出が必要な加算等 提出書類 

１ 特別地域加算 

 

※右記の対象地域に事業

所が所在していること 

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

 

【岡山市における対象地域】 

離島振興対策実施地域…犬島 

振興山村…旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉） 

旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉） 

旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉） 

旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品田） 

２ 中山間地域等にお

ける小規模事業所

加算 

中山間地域等における小規模事業所加算は、「地域に関する状況」と 

「規模に関する状況」の両方が要件に該当しないと算定できません。 

 

※平成３０年４月１日現在、岡山市に所在する事業所は、地域区分が７級地 

であるため、「地域に関する状況」の要件に該当せず、当該加算の対象と 

なりません。 

３ サービス提供体制強

化加算 

 

※届出以降、毎年度要件

を満たすこと。 

※新規開設事業所は、４

月目以降、届出が可能

となります。 

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

③サービス提供体制強化加算に係る届出書（別紙１２） 

④個別研修計画及び実施記録 

⑤会議開催記録（会議の出席表、議事録等） 

⑥健康診断実施記録簿 

（受診者氏名、受診日、受診医療機関名等を明記していること） 

⑦従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 ≪届出月の前月のもの≫ 

⑧加算算定要件となる介護職員の資格証等の写し 

４ 介護職員処遇改善加

算 

 

※前々月末日が届出期限 

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

③添付書類については、別途「介護職員処遇改善加算の算定について 

（お知らせ）」を参照してください。 

５ 割引率の設定・変更 
①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

③指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る割引率の 

設定について（別紙５） 

④運営規程（割引について具体的に記載していること） 

６ 加算等の取り下げ ①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２） 

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

③従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

 ≪加算等の要件を満たしていた最終月のもの≫   

※従業者の要件がある加算等の取り下げの場合のみ添付。 
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令和  年  月  日 

 

岡山市 保健福祉局 事業者指導課 宛 

ＦＡＸ番号 ０８６－２２１－３０１０ 

 

 

電話・ＦＡＸ番号・メールアドレス 変更届 

 

 

下記のとおり電話・ＦＡＸ番号・メールアドレスが変更になりましたので， 

お知らせします。 

 

 

記 

 

法人名                                   

 

事業所名                                  

 

介護保険事業所番号                             

 

 

 

旧番号                     新番号 

電話番号  

ＦＡＸ番号  

メール 

アドレス 
 

電話番号 

 

 

 

ＦＡＸ番号  

メール 

アドレス 
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事業所名

サービス
種別

事業所
番号 33

所在地

Ｔｅｌ Ｆａｘ

担当者名 職名

【質問】

【回答】

【質　問　票】
 令和　　　年　　　月　　　日
 岡山市事業者指導課あて
 Ｆａｘ：０８６（２２１）３０１０
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